
 

 

第 1回ジェトロ環境社会配慮ガイドライン改定 WG会合次第 

 

 

１．日時： 

2013年 1月 30日（水）10：00～12：00 

 

２．場所： 

ジェトロ本部 6階 H会議室 

 

３．次第： 

１）事務連絡（事務局） 

２）今後の WGの進め方確認（村山 WG座長） 

３）改定レビュー 

４）次回会合日程決定 

 

 

以上 

              

 



 
 

                                                  2013年 1月 30日   

                                                     

 

第 1回ジェトロ環境社会配慮諮問委員会ガイドライン改定 WG会合 出席者 

 

 

（諮問委員） 

 ＜学識経験者＞ 

原科 幸彦  千葉商科大学政策情報学部教授（東京工業大学名誉教授） 

村山 武彦  東京工業大学大学院総合理工学研究科環境理工学創造専攻教授 

   柳 憲一郎  明治大学法科大学院教授 

   

  ＜NGO関係者＞ 

松本 悟   メコン・ウォッチ顧問(法政大学国際文化学部准教授) 

 

＜産業界＞ 

高梨 寿   社団法人 海外コンサルティング企業協会 専務理事 

（今回欠席） 

 

＜政府機関＞ 

田中 研一  国際協力機構 国際協力専門員 

 

（ジェトロ） 

総務部総務課長                    仲條 一哉 

機械・環境産業部インフラ・プラント 

ビジネス支援課長             村上 義 

総務部環境社会配慮審査役         作本 直行 

 

（事務局） 

   総務部主幹                      佐々木 光 

   総務部総務課長代理            浦辺 千鶴 

 

 

以上 
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2012.10.26 村山 

「JETRO ガイドライン改定に関するコメント」 

 

 

■前提 

これまでの事業の内容を考慮すると、現行のガイドラインが当初想定していた文字通りの「案

件形成段階」の調査だけではなく、既にフィージビリティ調査が行われている場合がある。この

点について、文字通りの「案件形成段階」の事業のみを受託するよう国あるいは受託先に求める

か、あるいは既にフィージビリティ調査が行われているような事業も含めて受託するのかで、ガ

イドラインの扱いは変わってくるように思われる。 

 以下のコメントは、諮問委員会がこれまでに扱った事業を前提に、フィージビリティ調査が既

に行われているような調査も含まれること想定した場合に、改定が必要と思われる項目をまとめ

たものである。 

 

■ガイドライン本体に関する事項 

第Ⅰ部 基本的事項 

７．用語の定義 

（３）「案件形成調査」 

 受託形態の変更に対応していない表現となっている。今後も変更が考えられるとすれば、より

一般的な表現の方が適切と思われる。 

 

（５）「ステークホルダー」 

 「ジェトロ案件形成調査においては、同調査および次の段階で行われるフィージビリティ調査

等の結果を踏まえ、」となっているが、これまでの案件では既にフィージビリティ調査が実施され

ている場合があり、表現の変更が必要と思われる。 

 

（６）「スクリーニング」 

 これまでの案件では既にフィージビリティ調査が行われているものや場所が特定され計画の熟

度が高いものがみられるため、影響のあるなしという 2 つの区分だけでは不十分と思われる。例

えば、影響がある場合を以下のように二つに分けることが考えられる。 

 ・フィージビリティ調査がなされている場合や熟度が高いと考えられるもの 

 ・上記以外のもの（これまでのガイドラインが想定していたもの） 

 

第Ⅲ部 案件形成調査事業における環境社会配慮 

１． 基本的な考え方 

（１）前 提 

 第一段落では受託事業の種類、第二段落ではフィージビリティ調査との前後関係で、現状との

違いが生じていると思われる。 
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（２）基本方針 

１）調査の実施手続き等について 

２）調査における環境社会配慮項目と環境社会影響の範囲 

３）調査における配慮事項 

 これら３点については、スクリーニングの結果に応じて、対応を分けて記述することが考えら

れる。例えば、上記の「スクリーニング」の項で示した例に従えば、「フィージビリティ調査がな

されている場合や熟度が高いと考えられるもの」とそれ以外のもので、各々について記載するよ

うな形が挙げられる。 

 

（３）ジェトロが担う環境社会配慮上の責務 

 第 4 項目で諮問委員会の関与の時期が示されているが、これまでの議論では、調査段階で関与

する形について意見が出ているため、この部分を改定することも考えられる。 

 

２．調査の手続き及び方法 

（３） 調査実施段階 

 第二段落では、新 JICA 発足以前の記載であるため、修正が必要と思われる。 

 第四段落の「ステークホルダー協議」、第五段落の「複数案との比較」については、スクリーニ

ングの結果に応じて扱いを変えることが考えられる。 

 

（別紙２） 

申請書（個別案件票）における環境社会配慮に関する項目についての記述要領 

 

 受託事業名との整合性に加えて、既存調査の有無についてはより詳細な記載が必要と思われる。 

 

（別紙３） 

調査報告書における環境社会配慮に関する項目の記述要領 

 

 受託事業名との整合性に加えて、スクリーニングの方法を変えるとすれば、カテゴリーごとの

記載が必要と思われる。 
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